






Ⅰ　事業概要
事業実施課

予定工期
市町村名 浦添市 事業主体

千円 補助率等

基本項目 6

具体項目 （3）

具体施策 ア

Ａ：

Ｂ：

効　果

　本事業による泊地の増深により、これまで利用に支障を来していた10トン以上の
大型漁船の安全な使用が可能となるほか、大型冷凍船の導入が促進されることで、
漁業効率化が図られる。また、港内の静穏性が改善されることで、漁船の衝突被害
の防止や港内での操船作業等の効率が図られる。

(3)
地元の要望
及び調整状
況

　事業内容については、地元漁業者のほか、浦添宜野湾漁業協同組合と調整し、
要望事項を反映させている。

判　　定

A
現状の課題等から事業実施の必要性があり、地元の受け入れ体制も
確立している。

現状の課題等が十分把握されていない。または地元の受け入れ体制
が確立していない。

【理由】
　本事業により漁船の大型化や荒天時における漁船被害の防止、操業の効率化が
図られることから、事業実施の必要が認められる。また、漁港漁場整備長期計画等
の関連計画との整合がとれている。

個別整備計画
等の内容

漁港漁場整備長期計画（水産庁、平成29年度～33年度）
重点課題：水産物の競争力強化と輸出促進、大規模自然災害に備えた対応力強化

事業概要

　沖合でのソデイカ漁の効率的な操業を可能とする漁船大型化に対応するため、泊地や係
船岸の増深整備を実施する。
　また、水産物の安定供給や漁船の安全対策のため、外郭施設の整備による港内静穏度
の向上、浮桟橋の整備による就労環境改善を図る。

Ⅱ　評価

①
事
業
の
必
要
性
・
効
果

(1) 必要性

　本地区では、ソデイカ漁が陸揚量の約８割を占めており、沖縄本島糸満圏域にお
ける生産拠点として重要な役割を担っている。近年は、漁業の効率化を図るため、
冷凍機を完備した大型漁船の導入が進んでいるが、泊地や係船岸水深が漁船の大
型化に対応していないため、漁業の効率化を妨げている現状にある。また、港内静
穏度が悪く、荒天時においてたびたび漁船の損傷被害が生じているほか、潮位差が
大きく、物揚場からの漁具の積み込み等の出漁準備作業が重労働となっている。

(2)

整備数量
北防波堤（Ⅰ）L=65.1m、北防波堤（Ⅱ）L=93.1m、東防波堤L=117.6m、第１突堤L=100.0m、
第２突堤L=45.0m、-3.0m泊地A=1,400.0m2、東岸壁（-3.0m）L=85.0m、南岸壁（-3.0m）
L=80.0m、東物揚場L=15.0m、浮桟橋L=30.0m

「沖縄21世紀農
林水産業振興
計画」における
位置づけ

亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備

水産業の基盤整備と漁場環境の保全

水産業の基盤整備

地区名 牧港地区 浦添市

事業費 1,870,000 国90％、市10％

様式２

事　前　評　価　調　書

所管課 漁港漁場課 漁港漁場課
事業名 水産生産基盤整備事業 平成31年度～平成36年度







Ⅰ　事業概要
事業実施課

予定工期
市町村名 石垣市 事業主体

千円 補助率等

基本項目 ６

具体項目 (３)

具体施策 ア

Ａ：

Ｂ：

効果額
－

－

Ａ：
Ｂ：

様式２

事　前　評　価　調　書

所管課 漁港漁場課 漁港漁場課
事業名 水産物供給基盤機能保全事業 平成31年度～平成33年度

地区名 船越地区 石垣市

事業費 34,000 国90%、市町村10%

整備数量 第１防波堤　L=22.7m、-2.0m物揚場(１)　L=23.8m、-2.0m物揚場(２)　L=30.2m

「沖縄21世紀農
林水産業振興
計画」における
位置づけ

亜熱帯･島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備

水産業の基盤整備と漁場環境の保全

水産業の基盤整備

個別整備計画
等の内容

漁港漁場整備長期計画（水産庁、平成29年度～33年度）
重点課題：漁港ストックの最大化の活用と漁村の賑わいの創出

事業概要
老朽化した防波堤、物揚場の補修整備及び物揚場の耐震対策を行う。

Ⅱ　評価

①
事
業
の
必
要
性
・
効
果

(1) 必要性

　当該施設は、これまで単独費等により適切に管理してきたところであるが、整備後
約38年が経過し、老朽化の進行に伴う機能低下が顕在化いるほか、物揚場の耐震
対策が未実施のため、地震時に損壊するおそれがある。船越漁港は、石垣島北部
の水産活動の場であり、このような状況を放置した場合、漁業活動へ重大な影響を
与えることや、安全性の低下が懸念されることから、着実な対策が必要となってい
る。

(2) 効　果

　漁港施設の機能が維持されることで安全・安心な漁業活動の継続が可能となる。
また、既存施設を有効に活用し、長寿命化を図ることにより、ライフサイクルコストも
配慮した計画的な施設管理が可能となる。さらに物揚場の耐震対策により、地震時
の施設損壊を防止することができ、漁業活動の早期再開が可能となる。

(3)
地元の要望
及び調整状
況

　施設機能の維持を着実に推進する機能保全対策や地震時の施設損壊を未然に
防止する耐震対策は、地元の要望が強い。なお、事業内容については、概ね地元
の理解が得られている。

判　　定

A
現状の課題等から事業実施の必要性があり、地元の受け入れ体制も
確立している。

現状の課題等が十分把握されていない。または地元の受け入れ体制
が確立していない。

【理由】
　施設機能が低下している状況であり、着実に対策を行う必要がある。施工中の施
設利用制限についても漁協等関係者の理解が得られている。

②
事
業
の
費
用
対
効
果
等

(1)
費用対効果 効果項目 概要
（単位：千円） － －

合　　計 基準年：　　　　　　評価期間：

総便益Ｂ －
Ｂ／Ｃ －

計算式

総費用Ｃ －

(2)
費用対効果未
記載の理由

　事業要綱要領上、費用対効果算定は不要。

判　　定

A
十分な事業効果が期待できる。
十分な事業効果が期待できない。

【理由】
　施設の機能維持が実現されることにより、既存施設が発現している便益が維持さ
れることから、十分な事業効果が期待できる。



(1) H31 H32 H33

Ａ：
Ｂ：

Ａ：

Ｂ：

③
事
業
の
実
効
性

事業計画
（予定）

工
種
区
分

調査･設計

工事

総事業費（千円） 34,000

(2)
関係機関等
との調整状
況

　整備内容については、地元漁協等と事前に調整済みであるほか、新規採択に向
け水産庁と調整を行っている。

判　　定

A
事業計画の実効性が期待できる。
事業計画の実効性が期待できない。

【理由】
　十分な事業工期を設定していること、関係機関との調整が図られていることから、
当該事業計画は実行性が期待できる。

④
自
然
環
境
へ
の
配
慮
等

（
加
点
対
象
項
目

）

(1)
自然環境へ
の配慮

(2)
多面的機能
の維持等

(3)
防災・減災
効果等

　物揚場の耐震対策により、地震時の施設の損壊を未然に防止することができ、漁
業活動の早期再開が可能となる。

(4)
第三者の意
見聴取

(5)
コスト縮減
の取組

　各施設の対策については、評価期間50年間におけるライフサイクルコストを算定
し、最も経済的である工法や実施時期を選定している。

(6)
事業内容の
先導性

Ⅲ　評価結果

評
価
結
果

判　　定

A
事業実施が妥当である。：上記①～③の評価ですべてＡ判定で
あるもの。

上記以外のもの。

【理由】
　上記の①～③の評価ですべてA判定であることから、当該事業実施は妥当であ
る。



Ⅰ　事業概要
事業実施課

予定工期
市町村名 名護市 事業主体

千円 補助率等

基本項目 ６

具体項目 (３)

具体施策 ア

Ａ：

Ｂ：

効果額
－

－

Ａ：
Ｂ：

－

(2)
費用対効果未
記載の理由

　事業要綱要領上、費用対効果算定は不要。

判　　定

A
十分な事業効果が期待できる。
十分な事業効果が期待できない。

【理由】
　施設の機能維持が実現されることにより、既存施設が発現している便益が維持さ
れることから、十分な事業効果が期待できる。

合　　計 基準年：　　　　　　評価期間：

総便益Ｂ －
Ｂ／Ｃ －

計算式

総費用Ｃ

②
事
業
の
費
用
対
効
果
等

(1)
費用対効果 効果項目 概要
（単位：千円） － －

効　果

　漁港施設の機能が維持されることで安全・安心な漁業活動の継続が可能となる。
また、既存施設を有効に活用し、長寿命化を図ることにより、ライフサイクルコストも
配慮した計画的な施設管理が可能となる。

(3)
地元の要望
及び調整状
況

　施設機能の維持を着実に推進する機能保全対策は、地元の要望が強い。なお、
事業内容については、概ね地元の理解が得られている。

判　　定

A
現状の課題等から事業実施の必要性があり、地元の受け入れ体制も
確立している。

現状の課題等が十分把握されていない。または地元の受け入れ体制
が確立していない。

【理由】
　施設機能が低下している状況であり、着実に対策を行う必要がある。施工中の施
設利用制限についても漁協等関係者の理解が得られている。

個別整備計画
等の内容

漁港漁場整備長期計画（水産庁、平成29年度～33年度）
重点課題：漁港ストックの最大化の活用と漁村の賑わいの創出

事業概要
老朽化した船揚場、-3.0m航路の補修整備を行う。

Ⅱ　評価

①
事
業
の
必
要
性
・
効
果

(1) 必要性

　当該施設は、これまで単独費等により適切に管理してきたところであるが、整備後
約30年が経過し、老朽化の進行に伴う機能低下が顕在化している。このような状況
を放置した場合、漁業活動へ重大な影響を与えることや安全性の低下が懸念され
ることから、着実な対策が必要となっている。

(2)

整備数量 船揚場　L=55.5m、-3.0m航路　A=8,000m2

「沖縄21世紀農
林水産業振興
計画」における
位置づけ

亜熱帯･島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備

水産業の基盤整備と漁場環境の保全

水産業の基盤整備

地区名 汀間地区 名護市

事業費 132,000 国90%、市町村10%

様式２

事　前　評　価　調　書

所管課 漁港漁場課 漁港漁場課
事業名 水産物供給基盤機能保全事業 平成31年度～平成33年度



(1) H31 H32 H33 H34 H35

Ａ：
Ｂ：

Ａ：

Ｂ：

(6)
事業内容の
先導性

Ⅲ　評価結果

評
価
結
果

判　　定

A
事業実施が妥当である。：上記①～③の評価ですべてＡ判定で
あるもの。

上記以外のもの。

【理由】
　上記の①～③の評価ですべてA判定であることから、当該事業実施は妥当であ
る。

(4)
第三者の意
見聴取

(5)
コスト縮減
の取組

　各施設の対策については、評価期間50年間におけるライフサイクルコストを算定
し、最も経済的である工法や実施時期を選定している。

④
自
然
環
境
へ
の
配
慮
等

（
加
点
対
象
項
目

）

(1)
自然環境へ
の配慮

(2)
多面的機能
の維持等

(3)
防災・減災
効果等

総事業費（千円） 132,000

(2)
関係機関等
との調整状
況

　整備内容については、地元漁協等と事前に調整済みであるほか、新規採択に向
け水産庁と調整を行っている。

判　　定

A
事業計画の実効性が期待できる。
事業計画の実効性が期待できない。

【理由】
　十分な事業工期を設定していること、関係機関との調整が図られていることから、
当該事業計画は実行性が期待できる。

③
事
業
の
実
効
性

事業計画
（予定）

工
種
区
分

調査･設計

工事



Ⅰ　事業概要
事業実施課

予定工期
市町村名 久米島町 事業主体

千円 補助率等

基本項目 ６

具体項目 (３)

具体施策 ア

Ａ：

Ｂ：

効果額
－

－

Ａ：
Ｂ：

(2)
費用対効果未
記載の理由

　事業要綱要領上、費用対効果算定は不要。

判　　定

A
十分な事業効果が期待できる。
十分な事業効果が期待できない。

【理由】
　施設の機能維持が実現されることにより、既存施設が発現している便益が維持さ
れることから、十分な事業効果が期待できる。

総便益Ｂ －
Ｂ／Ｃ －

計算式

総費用Ｃ －

合　　計 基準年：　　　　　　評価期間：②
事
業
の
費
用
対
効
果
等

(1)
費用対効果 効果項目 概要
（単位：千円） － －

効　果
　漁場施設の機能が回復されることで安全・安心な漁業活動の維持が可能となる。
また、既存施設を有効に活用し、長寿命化を図ることにより、ライフサイクルコストも
配慮した計画的な施設管理が可能となる。

(3)
地元の要望
及び調整状
況

　施設機能の維持を着実に推進する機能保全対策は、地元の要望が強い。なお、
事業内容については、概ね地元の理解が得られている。

判　　定

A
現状の課題等から事業実施の必要性があり、地元の受け入れ体制も
確立している。

現状の課題等が十分把握されていない。または地元の受け入れ体制
が確立していない。

【理由】
　施設機能が低下している状況であり、着実に対策を行う必要がある。施工中の施
設利用制限についても漁協等関係者の理解が得られている。

個別整備計画
等の内容

漁港漁場整備長期計画（水産庁、平成29年度～33年度）
重点課題：漁港ストックの最大化の活用と漁村の賑わいの創出

事業概要
老朽化したことにより機能が低下している消波施設の補修整備を行う。

Ⅱ　評価

①
事
業
の
必
要
性
・
効
果

(1) 必要性

　当該施設は、これまで単独費等により適切に管理してきたところであるが、整備後
約45年が経過し、老朽化の進行に伴う機能低下が顕在化している。このような状況
を放置した場合、漁業活動へ重大な影響を与えることや安全性の低下が懸念され
ることから、着実な対策が必要となっている。

(2)

整備数量 1号池築堤　L=469m、5号池堤防　L=504m

「沖縄21世紀農
林水産業振興
計画」における
位置づけ

亜熱帯･島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備

水産業の基盤整備と漁場環境の保全

水産業の基盤整備

地区名 仲里地区 久米島町

事業費 70,000 国50%、市町村50%

様式２

事　前　評　価　調　書

所管課 漁港漁場課 漁港漁場課
事業名 水産物供給基盤機能保全事業 平成31年度～平成32年度



(1) H31 H32

Ａ：
Ｂ：

Ａ：

Ｂ：

(6)
事業内容の
先導性

Ⅲ　評価結果

評
価
結
果

判　　定

A
事業実施が妥当である。：上記①～③の評価ですべてＡ判定で
あるもの。

上記以外のもの。

【理由】
　上記の①～③の評価ですべてA判定であることから、当該事業実施は妥当であ
る。

(4)
第三者の意
見聴取

(5)
コスト縮減
の取組

　各施設の対策については、評価期間50年間におけるライフサイクルコストを算定
し、最も経済的である工法や実施時期を選定している。

④
自
然
環
境
へ
の
配
慮
等

（
加
点
対
象
項
目

）

(1)
自然環境へ
の配慮

(2)
多面的機能
の維持等

(3)
防災・減災
効果等

総事業費（千円） 70,000

(2)
関係機関等
との調整状
況

　整備内容については、地元漁協等と事前に調整済みであるほか、新規採択に向
け水産庁と調整を行っている。

判　　定

A
事業計画の実効性が期待できる。
事業計画の実効性が期待できない。

【理由】
　十分な事業工期を設定していること、関係機関との調整が図られていることから、
当該事業計画は実行性が期待できる。

③
事
業
の
実
効
性

事業計画
（予定）

工
種
区
分

調査･設計

工事






























